　　　　　資料３．その他報告事項
　　　条例ガイドラインの普及啓発について
　　大阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインの改訂（令和5年5月）
　条例ガイドライン
誰もが出かけやすいまちづくり、使いやすい施設づくりを進めるため、施設の設計、維持管理時の配慮事項をまとめた指針として作成（平成28年4月）

条例の理念や趣旨をはじめ、バリアフリー法や福祉のまちづくり条例に規定する基準等を建築物の部位ごとに丁寧に解説
（建築物等の基準に関する主な事項）
敷地内の通路、出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーター、エスカレーター、便所、駐車場、ホテル又は旅館の客室、浴室等、標識、案内設備、案内設備までの経路、子育て支援設備、造作設備、内装等、知的障がい・精神障がい支援設備、避難設備等、バリアフリー情報の公表、小規模店舗。
　「高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準」の改正（R3.３/国交省）等を踏まえ、障がい当事者、事業者団体、設計者団体等が参画した現地検証や審議会での議論を経て、令和５年５月にガイドラインを改訂
　改訂のポイント
１．重度の障がい、介助者等に配慮したバリアフリー設計等
・車椅子使用者用便房の大きさの見直し等
座位変換型の（電動）車椅子使用者等が回転できるよう、一定用途・規模以上の建築物について、便房内の内接円の大きさは「直径180cm以上」とすることや、大人用介護ベッドを設置すること等を追加
２．小規模店舗のバリアフリー設計等
新たに小規模店舗において配慮すべき事項等に関する設計ガイドライン の章を追加
３．劇場、観覧場、演劇場、集会場又は公会堂の客席
車椅子使用者用客席の設置割合や、２か所以上の異なる位置（異なる階、異なる水平位置）に分散して設けること等を追加
４．その他の改訂項目
上記項目の他に、オールジェンダートイレの設置や、カームダウン・クールダウンのための休憩スペースの確保等を追加
　　設計士等への周知や理解促進を通じて、誰もが使いやすい施設づくりを促進し、
まちのバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を推進
　　　大阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインの普及啓発について
　条例ガイドライン（令和５年５月改訂版）冊子の配布
冊子（紙媒体）を発行し、設計者や事業者、当事者団体、市町村等に配布
大阪府ホームページに掲載し、設計者や事業者を含む府民に向けて広く普及
　建築士向け講習会（令和６年８月26日）
大阪府建築士会と連携し、ユニバーサルデザインの研修会に合わせて条例ガイドラインや改正されたバリアフリー法の解説を実施
（参加者の声）
・改めてバリアフリーを考えるきっかけになった
・法改正や条例の解説が印象に残った
　事業者向け「心のバリアフリーセミナー」
宿泊施設や店舗の事業者・運営者向けのセミナー「心のバリアフリーについて学ぼう！」において、条例ガイドラインを周知
オンラインセミナー（令和６年7月29日）　　
対面セミナー（令和６年10月30日）　
　解説動画のウェブ配信
「大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン」をわかりやすく解説する動画を作成・配信
200平方メートル未満の小規模店舗を設計する際にご留意いただきたい基準をまとめた「大阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン～小規模店舗編～」を大阪府公式チャンネルで配信（10月～）
　　　バリアフリートイレマップについて
　　バリアリートイレマップについて
　バリアフリートイレマップの充実化
（リニューアル）
コンビニ店舗（ファミリーマート、ローソン）の車椅子使用者用トイレの情報を掲載（令和6年9月）

鉄道駅及び三井ショッピングパークららぽーとのバリアフリートイレ情報を掲載（令和6年12月）
掲載施設数が倍増
1,327施設（令和６年４月時点）から約2,800施設（令和６年12月時点）
　バリアフリートイレマップ周知の取組
QRコードを掲載したチラシを作成し、庁内関係部局、府内市町村及び障がい者団体へ1,500部を配布
　　　鉄道駅等のバリアフリー化の促進について　
　　鉄道駅等のバリアフリー化の促進について
「大阪府鉄道駅等バリアフリー化促進方針」に基づき、2025年大阪・関西万博とその先の将来を見据え、SDGsやユニバーサルデザイン（UD）の視点に立ち、ハード対策とソフト対策とあわせて、鉄道駅等のバリアフリー化を促進
　大阪府鉄道駅等バリアフリー化促進方針（抜粋）
鉄道駅等の更なるバリアフリー化
１．1日３千人以上の鉄道駅等の１ルート以上のバリアフリー化
２．ＵＤの視点に立った鉄道駅等の更なるバリアフリー化

　高齢者・障がい者の利用実態、基本構想等作成状況など、地域の実情を踏まえ促進
(ア) バリアフリールートの複数化

(イ) 乗換えルートのバリアフリー化

(ウ) 駅の利用状況を考慮したＥＶの複数化・大型化

(エ) 1日３千人未満駅の１ルート以上のバリアフリー化
３．万博に向けた鉄道駅等のバリアフリー化
大阪環状線内の乗換え駅等を中心に、バリアフリー化を促進
　大阪府鉄道駅バリアフリー化整備費補助制度の活用
１．利用者数1日3000人以上駅については、構造上困難駅等を除き、段差解消が完了。（段差解消済み駅429駅/利用者数3000人以上駅436駅）
３．JR西日本　弁天町駅（令和５年度・令和６年度）
　　バリアフリー料金制度を活用した鉄道駅のバリアフリー化
令和3年12月、国土交通省が鉄道駅のバリアフリー化を加速するための新たな料金制度を創設
（第２次交通政策基本計画（令和３年５月閣議決定）
鉄道駅のバリアフリー化の推進は、エレベーターやエスカレーター、ホームドア等の整備を通じ、高齢者や障害者だけでなく、全ての利用者が受益するとの観点から、①都市部において利用者の薄く広い負担も得てバリアフリー化を進める枠組みを構築するとともに、②地方部において既存の支援措置を重点化することにより、従来を大幅に上回るペースで全国の鉄道施設のバリアフリー化を加速する。）
　大阪府内では5社が制度を活用し、バリアフリー化事業の加速化に取り組んでいるところ。（社名、エリア、開始日、バリアフリー化事業の順の記す。）

１．JR西日本、大阪府全域を含む近畿圏、令和５年４月１日、ホーム柵（可動式・昇降式）、ホーム安全スクリーン、段差解消設備（エレベーター等）の整備

２．阪急、阪急線全線、令和５年４月１日、可動式ホーム柵、エレベーター等の整備
３．阪神、阪神線全線（神戸高速線を除く）、令和５年４月１日、ホーム柵（可動式又は固定式）の整備、段差解消設備の更新（エレベーター等）、バリアフリートイレの未整備駅について、整備に向けて引き続き検討
４．京阪、京阪線全線、令和５年４月１日、ホーム柵、エレベーター、テレビ電話機能付きインターホン等の整備
５．大阪メトロ、全駅、令和５年４月１日、可動式ホーム柵、ホームかさ上げ及びくし型ゴム設置、エレベーター、エスカレーター等の整備

　　　市町村バリアフリー基本構想等の作成・見直しの促進について
　　市町村バリアフリー基本構想の現状
　基本構想の作成状況
33市町、作成率：76.7%（全国：16.9%）※市町村数による作成率

137地区（旧法（交通バリアフリー法）による基本構想：85地区、新法（バリアフリー法）による基本構想：52地区（うち15地区は旧法より見直し））

　鉄道駅に係る基本構想の作成状況】
210駅、作成率：40.5％（210/518駅）

利用者数１日3千人以上の鉄道駅の基本構想作成率：47.0%（250/436駅）

基本構想の作成・見直しに向けた本府の取組（市町村への働きかけ）
近畿運輸局と連携し、市町村及び鉄道事業者等を対象とした基本構想作成セミナーを開催
・近畿大学　三星名誉教授による基本構想の講演
・近畿運輸局、近畿整備局による補助制度の紹介など
市町村バリアフリー基本構想の作成・見直し等の状況（令和５年度）
　バリアフリー基本構想
大阪市、基本構想25地区の見直しを開始（令和４年度～令和８年度）。天王寺・阿倍野地区、新大阪地区、御幣島地区、大正地区、住之江公園地区の見直しが完了（令和６年６月）
堺市、基本構想４地区の見直しを開始（令和６年度から）。泉北高速深井駅地区、泉ヶ丘地区、栂・美木多地区、光明池地区
吹田市、バリアフリーマスタープランの作成を開始（令和５年度～令和６年度）、基本構想10地区の見直しを開始（令和５年度～令和８年度）

泉南市、岡田浦駅周辺地区バリアフリー基本構想の作成を開始（令和６年度）

　基本構想協議会開催
７市（大阪市、堺市、豊中市、池田市、高槻市、吹田市）
バリアフリーマップについて
　バリアフリーマップの公表状況
基本構想を作成している33市町のうち、バリアフリーマップを公表している市町は7市

（市名、マップ名称、概要の順に記す。）
豊中市、駅周辺の交通バリアフリーマップ、バリアフリー経路の情報、交差点の写真と音響信号の方向の情報など
高槻市、高槻駅周辺おでかけマップ、バリアフリー経路の情報
、バリアフリー対応の飲食店等の紹介

箕面市、箕面バリアフリーガイド、車椅子対応のコミュニティーバスの案内、バリアフリー対応の飲食店等の紹介
東大阪市、ひがしおおさかe～まちまっぷ、バリアフリー経路の情報、公共施設等のバリアフリー情報など

大東市、バリアフリーマップ、生活関連施設のバリアフリー情報、（段差の有無、エレベーター、トイレなど）
大阪市、バリアフリーマップ、バリアフリー経路の情報、多目的トイレの写真や情報など
茨木市、茨木市バリアフリーマップ、公共施設、駅、趣旨に賛同していただいた飲食店などのバリアフリー情報
　　バリアフリー基本構想の作成事例
　基本構想の見直し事例
池田市　池田駅周辺地区バリアフリー基本構想 （令和６年３月）
（府)国道176号
・歩道の拡幅（市の協力）
・誘導用ブロックの敷設
・歩道の改良

(市)池田駅神田線
・歩道幅員の拡幅
・誘導用ブロックの敷設
（市) 栄本町城南線
・歩道幅員の拡幅

・誘導用ブロック敷設
(市) その他の市道

・歩道幅員の拡幅

・誘導用ブロック敷設

・歩道の改良　等
(民)阪急 池田駅

・トイレの改修

・ホームドアの設置
(民)建築物特定事業

・誘導用ブロック敷設

・案内情報設備等の充実等
道路特定事業
市道のバリアフリー化事業のほか、府道の歩道拡幅を特定事業に位置付けし、府市連携での早期事業化を検討
建築物特定事業
民間施設のバリアフリー化事業を特定事業に位置付けし、誘導ブロックや案内設備の充実化を推進

その他
・公園特定事業（トイレ改修・スロープ設置等）
・府公安委員会による交通安全特定事業（音響信号機）
・教育啓発特定事業（市、事業者による職員へのバリアフリー研修の継続実施等）
　鉄道駅を中心に、点在する生活関連施設とそれらを結ぶ経路のバリアフリー化を図ることで面的なバリアフリー化を推進
ホテル・旅館のバリアフリー化の促進について

　　大阪府福祉のまちづくり条例の改正（令和２年３月）
　ホテル・旅館のバリアフリー化の促進を目的に「大阪府福祉のまちづくり条例」を改正
１．一般客室（車椅子使用者用客室以外の客室）のバリアフリー基準の創設
【対象】建築する部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上のホテル又は旅館

【内容】 

 １．道等及び車椅子使用者用駐車施設から一般客室までの経路は、階段又は段を設けない。

 ２．UDルームⅠ基準（客室床面積 18 平方メートル未満（２以上のベッドの客室は 22 平方メートル未満））

 段差の解消など高齢者や障がい者等に配慮した最低限の基準

 ３．UDルームⅡ基準 (客室床面積 18 平方メートル以上（２以上のベッドの客室は 22 平方メートル以上）)

 車椅子使用者の利用にも一定配慮した基準

２．車椅子使用者用客室のバリアフリー基準の拡充
【対象】建築する部分の床面積の合計が1,000平方メートル以上のホテル又は旅館

【内容】 

車椅子使用者がより円滑に利用できるよう、客室出入口及び浴室等の出入り口の引き戸の義務化
３．バリアフリー情報の公表制度の創設
【内容】 

宿泊の予約前にバリアフリー状況を確認できるよう、営業者にバリアフリー情報の公表を義務化
　　バリアフリー情報の公表について
　バリアフリー情報の公表件数（府への届出件数）
令和６年２月時点　公表件数：２１件
令和６年１１月時点　公表件数：４２件（大阪市内36件、他6件）

（府HPにおけるホテルのバリアフリー情報公表ページを紹介）

　　バリアフリー情報公表の促進
　啓発用チラシを作成し、バリアフリー情報の公表を促進
主な配布先：事業者団体（大阪府旅館ホテル生活衛生同業組合）、保健所（旅館業法所管）、特定行政庁、指定確認検査機関（建築基準法所管）
（チラシの画像を掲載）
